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(57)【要約】
【課題】ランキンサイクル、ひいては廃熱利用装置のコ
ストを大幅に低減することができる廃熱利用装置を提供
する。
【解決手段】作動流体の循環路(39)に、作動流体を加圧
して循環させる流体圧ポンプ(46)を介挿した流体圧回路
(38)と、冷媒の循環路(7)に、冷媒を加熱して蒸発させ
る蒸発器(12)、蒸発器を経由した冷媒を膨張させて駆動
力を発生する膨張機(20)、膨張機を経由した冷媒を凝縮
させる凝縮器(24)、凝縮器を経由した冷媒を蒸発器に向
けて圧送する冷媒ポンプ(28)を順次介挿したランキンサ
イクル(6)とを備え、流体圧回路は、流体圧ポンプにて
加圧された流体の流体圧によって駆動される流体圧モー
タ(58)が作動流体の循環路に介挿されてなり、冷媒ポン
プは、流体圧モータによって駆動される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作動流体の循環路に、該作動流体を加圧して循環させる流体圧ポンプを介挿した流体圧
回路と、
　冷媒の循環路に、該冷媒を加熱して蒸発させる蒸発器、該蒸発器を経由した冷媒を膨張
させて駆動力を発生する膨張機、該膨張機を経由した冷媒を凝縮させる凝縮器、該凝縮器
を経由した冷媒を前記蒸発器に向けて圧送する冷媒ポンプを順次介挿したランキンサイク
ルとを備え、
　前記流体圧回路は、前記流体圧ポンプにて加圧された流体の流体圧によって駆動される
流体圧モータが前記作動流体の前記循環路に介挿されてなり、
　前記冷媒ポンプは、前記流体圧モータによって駆動されることを特徴とする廃熱利用装
置。
【請求項２】
　前記蒸発器は、車両を駆動する内燃機関の廃熱によって前記冷媒を加熱して蒸発させ、
　前記流体圧回路は、前記流体圧ポンプによって加圧された作動流体の流体圧によって前
記車両の駆動をアシストする車両機構を駆動することを特徴とする請求項１の廃熱利用装
置。
【請求項３】
　前記流体圧モータは、前記流体圧回路において、前記車両機構に並列に接続されること
を特徴とする請求項２の廃熱利用装置。
【請求項４】
　前記ランキンサイクルの作動制御状況に応じて、前記流体圧モータへの作動流体の流入
量を制御する制御手段を備えることを特徴とする請求項１乃至３の何れかの廃熱利用装置
。
【請求項５】
　前記流体圧回路は、前記流体圧ポンプによって加圧された作動流体の流体圧を検出する
圧力検出手段を有し、
　前記制御手段は、前記圧力検出手段にて検出された流体圧が所定の第１下限圧力以下の
とき、前記流体圧モータへの作動流体の流入を制限することを特徴とする請求項４の廃熱
利用装置。
【請求項６】
　前記流体圧回路は、前記流体圧ポンプと前記車両機構との間の前記作動流体の前記循環
路に、アキュームレータが介挿されてなることを特徴とする請求項５の廃熱利用装置。
【請求項７】
　前記流体圧ポンプは、前記内燃機関の駆動力によって駆動されることを特徴とする請求
項６の廃熱利用装置。
【請求項８】
　前記ランキンサイクルは、前記膨張機に同軸にて連結された発電機モータを有し、
　前記流体圧ポンプは、前記膨張機及び／または前記発電機モータの駆動力によって駆動
されることを特徴とする請求項６の廃熱利用装置。
【請求項９】
　前記制御手段は、前記圧力検出手段にて検出された流体圧が所定の第２下限圧力以下の
とき、前記流体圧ポンプを前記発電機モータの駆動力によって駆動することを特徴とする
請求項８の廃熱利用装置。
【請求項１０】
　前記制御手段は、前記圧力検出手段にて検出された流体圧を所定の設定圧力にするべく
、前記流体圧ポンプを前記膨張機及び／または前記発電機モータの駆動力によって駆動す
ることを特徴とする請求項８の廃熱利用装置。
【請求項１１】
　前記ランキンサイクルは、前記膨張機、前記発電機モータ、及び前記流体圧ポンプが同
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軸にて連結されてなることを特徴とする請求項８の廃熱利用装置。
【請求項１２】
　前記流体圧ポンプは油圧ポンプであって、前記車両機構は前記車両のパワーステアリン
グ機構であることを特徴とする請求項７乃至１１の何れかの廃熱利用装置。
【請求項１３】
　前記流体圧ポンプは油圧ポンプであって、前記車両機構は前記車両のアクティブサスペ
ンション機構であることを特徴とする請求項７乃至１１の何れかの廃熱利用装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、廃熱利用装置に係り、詳しくは、車両に搭載される内燃機関の廃熱を回収す
るのに好適な廃熱利用装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の廃熱利用装置は、例えば車両に搭載され、冷媒の循環路に、内燃機関の廃熱に
よって冷媒を加熱して蒸発させる蒸発器、蒸発器を経由した冷媒を膨張させて駆動力を発
生する膨張機、膨張機を経由した冷媒を凝縮させる凝縮器、凝縮器を経由した冷媒を蒸発
器に向けて圧送する冷媒ポンプを順次介挿したランキンサイクルを備え、当該ランキンサ
イクルによってエンジンの廃熱を回収するものが知られている。
【０００３】
　そして、ランキンサイクルにて上記冷媒ポンプをバイパスするバイパス路を備え、バイ
パス路を流れる冷媒流量を変化させることにより、ランキンサイクルを循環する冷媒流量
を制御する技術が開示されている（例えば特許文献１参照）。
　また、上記冷媒ポンプの回転数を変化させ、ランキンサイクルを循環する冷媒流量を制
御する技術が開示されている（例えば特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭５９－０５４８７２号公報
【特許文献２】特開２００５－０３０７２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、上記各従来技術では、冷媒ポンプの回転源については詳述されておらず、上
記特許文献１では上記回転源に冷媒ポンプを一定速度で回転させる定速電動モータが使用
されると考えられ、一方、上記特許文献２では上記回転源に冷媒ポンプを可変速度で回転
させる可変電動モータが使用されると考えられる。
　しかしながら、冷媒ポンプの回転源に可変電動モータを使用する場合には、一般に高価
なインバータモータを使用することとなり、ランキンサイクル、ひいては廃熱利用装置の
コストが増大するとの問題がある。
【０００６】
　本発明は、このような課題に鑑みてなされたもので、ランキンサイクル、ひいては廃熱
利用装置のコストを大幅に低減することができる廃熱利用装置を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の目的を達成するべく、請求項１の廃熱利用装置は、作動流体の循環路に、作動流
体を加圧して循環させる流体圧ポンプを介挿した流体圧回路と、冷媒の循環路に、冷媒を
加熱して蒸発させる蒸発器、蒸発器を経由した冷媒を膨張させて駆動力を発生する膨張機
、膨張機を経由した冷媒を凝縮させる凝縮器、凝縮器を経由した冷媒を蒸発器に向けて圧
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送する冷媒ポンプを順次介挿したランキンサイクルとを備え、流体圧回路は、流体圧ポン
プにて加圧された流体の流体圧によって駆動される流体圧モータが作動流体の循環路に介
挿されてなり、冷媒ポンプは、流体圧モータによって駆動されることを特徴としている。
【０００８】
　また、請求項２の発明では、請求項１において、蒸発器は、車両を駆動する内燃機関の
廃熱によって冷媒を加熱して蒸発させ、流体圧回路は、流体圧ポンプによって加圧された
作動流体の流体圧によって車両の駆動をアシストする車両機構を駆動することを特徴とし
ている。
　更に、請求項３の発明では、請求項２において、流体圧モータは、流体圧回路において
、車両機構に並列に接続されることを特徴としている。
【０００９】
　更にまた、請求項４の発明では、請求項１乃至３の何れかにおいて、ランキンサイクル
の作動制御状況に応じて、流体圧モータへの作動流体の流入量を制御する制御手段を備え
ることを特徴としている。
　また、請求項５の発明では、請求項４において、流体圧回路は、流体圧ポンプによって
加圧された作動流体の流体圧を検出する圧力検出手段を有し、制御手段は、圧力検出手段
にて検出された流体圧が所定の第１下限圧力以下のとき、流体圧モータへの作動流体の流
入を制限することを特徴としている。
【００１０】
　更に、請求項６の発明では、請求項５において、流体圧回路は、流体圧ポンプと車両機
構との間の作動流体の循環路に、アキュームレータが介挿されてなることを特徴としてい
る。
　更にまた、請求項７の発明では、請求項６において、流体圧ポンプは、内燃機関の駆動
力によって駆動されることを特徴としている。
【００１１】
　また、請求項８の発明では、請求項６において、ランキンサイクルは、膨張機に同軸に
て連結された発電機モータを有し、流体圧ポンプは、膨張機及び／または発電機モータの
駆動力によって駆動されることを特徴としている。
　更に、請求項９の発明では、請求項８において、制御手段は、圧力検出手段にて検出さ
れた流体圧が所定の第２下限圧力以下のとき、流体圧ポンプを発電機モータの駆動力によ
って駆動することを特徴としている。
【００１２】
　更にまた、請求項１０の発明では、請求項８において、制御手段は、圧力検出手段にて
検出された流体圧を所定の設定圧力にするべく、流体圧ポンプを膨張機及び／または発電
機モータの駆動力によって駆動することを特徴としている。
　また、請求項１１の発明では、請求項８において、ランキンサイクルは、膨張機、発電
機モータ、及び流体圧ポンプが同軸にて連結されてなることを特徴としている。
【００１３】
　更に、請求項１２の発明では、請求項７乃至１１の何れかにおいて、流体圧ポンプは油
圧ポンプであって、車両機構は車両のパワーステアリング機構であることを特徴としてい
る。
　更にまた、請求項１３の発明では、請求項７乃至１１の何れかにおいて、流体圧ポンプ
は油圧ポンプであって、車両機構は車両のアクティブサスペンション機構であることを特
徴としている。
【発明の効果】
【００１４】
　請求項１の本発明の廃熱利用装置によれば、流体圧回路は、流体圧ポンプにて加圧され
た流体の流体圧によって駆動される流体圧モータが作動流体の循環路に介挿されてなり、
冷媒ポンプは、流体圧モータによって駆動される。これにより、冷媒ポンプに一般に高価
なインバータモータを使用しなくても、冷媒ポンプの回転数を可変できる回転源を確保す
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ることができるため、ランキンサイクル、ひいては廃熱利用装置のコストを大幅に低減す
ることができる。
【００１５】
　また、請求項２の発明によれば、具体的には、蒸発器は、車両を駆動する内燃機関の廃
熱によって冷媒を加熱して蒸発させ、流体圧回路は、流体圧ポンプによって加圧された作
動流体の流体圧によって車両の駆動をアシストする車両機構を駆動する。
　更に、請求項３の発明によれば、流体圧モータは、流体圧回路において、車両機構に並
列に接続されることにより、流体圧モータを車両機構に直列に接続する場合に比して、流
体圧モータの制御によって車両機構の駆動に及ぶ影響を小さくすることができる。
【００１６】
　更にまた、請求項４の発明によれば、ランキンサイクルの作動制御状況に応じて、流体
圧モータへの作動流体の流入量を制御する制御手段を備える。ここで、外気温度や車速に
応じて凝縮器にて放熱可能な放熱量が決定され、蒸発器では、この放熱量に見合う適切な
熱量の廃熱を回収するのが好ましい。何故なら、冷媒ポンプの回転数が大きくなると、蒸
発器での廃熱回収量が多すぎて凝縮器にて放熱しきれなくなり、ランキンサイクルにおけ
る冷媒の低圧側圧力（凝縮圧力）が上昇し、膨張機前後の冷媒の差圧が低下するため、ラ
ンキンサイクルの出力低下を招く。一方、冷媒ポンプの回転数が小さすぎると、蒸発器で
の廃熱回収量が少なくなり、循環路を循環する冷媒流量が減少してランキンサイクルの出
力低下を招くからである。そこで、ランキンサイクルの作動制御状況に応じて、流体圧モ
ータ、ひいては冷媒ポンプの回転数を制御することにより、蒸発器、すなわちランキンサ
イクルにて回収する廃熱回収量を凝縮器での放熱量に見合う熱量に適切に調節することが
できる。従って、車両機構等の流体圧回路の駆動対象の駆動に連係させて、冷媒ポンプの
回転数を適切に可変させることにより、ランキンサイクルの出力低下を確実に防止するこ
とができる。
【００１７】
　また、請求項５の発明によれば、制御手段は、圧力検出手段にて検出された流体圧が所
定の第１下限圧力以下のとき、流体圧モータへの作動流体の流入を制限する。これにより
、車両のアイドリング時や減速時に作動流体の流体圧が低下したときには、作動流体の流
体圧によって流体圧モータよりも車両機構を優先的に駆動させることができるため、ラン
キンサイクルの作動制御によって車両の駆動に支障を来すことを防止することができる。
【００１８】
　更に、請求項６の発明によれば、流体圧回路は、流体圧ポンプと車両機構との間の作動
流体の循環路に、アキュームレータが介挿されてなる。これにより、作動流体の余剰流体
圧を蓄圧し、蓄圧した流体圧によって車両機構、または流体圧モータを駆動させることが
できるため、ランキンサイクルによって車両の駆動に支障を来すことを防止しつつ、ラン
キンサイクル、ひいては廃熱利用装置の廃熱回収効率を向上することができる。
【００１９】
　更にまた、請求項７及び８の発明によれば、流体圧ポンプは、内燃機関（請求項７）や
ランキンサイクルの膨張機及び／または発電機モータ（請求項８）の駆動力によって駆動
される。
　特に、請求項８の発明によれば、ランキンサイクルにて発生したエネルギーで、流体圧
ポンプ、流体圧モータ、ひいては冷媒ポンプを駆動させることにより、ランキンサイクル
と車両機構との間においてこれらの駆動エネルギー収支を完結させることができる。従っ
て、内燃機関の駆動力のすべてを車両の駆動に有効活用することができる。
【００２０】
　しかも、膨張機または発電機モータによって流体圧ポンプの駆動をアシストすることが
できるため、特に、車両機構の駆動に要する駆動力が大きくなり、流体圧回路に要求され
る流体圧が大きくなる一方、ランキンサイクルにて回収される廃熱は少ないという車両の
アイドリング時や減速時において、流体圧モータよりも車両機構を優先的に駆動させるこ
とができるため、ランキンサイクルによって車両の駆動に支障を来すことを確実に防止す
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ることができる。
【００２１】
　また、請求項９の発明によれば、制御手段は、圧力検出手段にて検出された流体圧が所
定の第２下限圧力以下のとき、流体圧ポンプを発電機モータの駆動力によって駆動する。
これにより、車両のアイドリング時などに膨張機の出力が低下した場合であっても、発電
機モータの蓄電力によって流体圧ポンプを駆動することができるため、流体圧回路の作動
流体の圧力低下を確実に防止することができ、ランキンサイクルによって車両の駆動に支
障を来すことをより一層確実に防止することができる。
【００２２】
　更に、請求項１０の発明によれば、制御手段は、圧力検出手段にて検出された流体圧を
所定の設定圧力にするべく、流体圧ポンプを膨張機及び／または発電機モータの駆動力に
よって駆動する。これにより、膨張機及び／または発電機モータによって流体圧回路の作
動流体圧力を一定にすることができるため、車両駆動の安定化を図ることができる。
　更にまた、請求項１１の発明によれば、ランキンサイクルは、膨張機、発電機モータ、
及び流体圧ポンプが同軸にて連結されてなる。これにより、ランキンサイクルにおける省
スペース化や、構成部品の削減を図ることができ、ランキンサイクル、ひいては廃熱利用
装置のコストを更に低減することができる。
【００２３】
　また、請求項１２及び１３の発明によれば、具体的には、流体圧ポンプは油圧ポンプで
あって、車両機構は車両のパワーステアリング機構（請求項１２）やアクティブサスペン
ション機構（請求項１３）である。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の第１実施形態に係る内燃機関の廃熱利用装置を示した模式図である。
【図２】図１のＥＣＵで実行される廃熱回収量に応じた油圧モータ制御の制御ルーチンを
示したフローチャートである。
【図３】図１のＥＣＵで実行される油圧に応じた油圧モータ制御の制御ルーチンを示した
フローチャートである。
【図４】本発明の第２実施形態に係る内燃機関の廃熱利用装置を示した模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面により本発明の一実施形態について先ず第１実施形態から説明する。
　図１は内燃機関の廃熱利用装置の一例を模式的に示しており、この廃熱利用装置１は、
車両に搭載され、車両のエンジン（内燃機関）２を冷却する冷却水回路４と、エンジン２
の廃熱を回収するランキンサイクル６（以下、ＲＣ回路という）とを備えている。
　冷却水回路４は、エンジン２から延設される冷却水の循環路５に、冷却水の流れ方向か
ら順に排ガス熱交換器８、後述する過熱器１０、後述する蒸発器１２、ラジエータ１４、
サーモスタット１６、水ポンプ１８が介挿されて閉回路を構成している。
【００２６】
　排ガス熱交換器８は、エンジン２を経由し、エンジン２のシリンダブロック３を冷却す
ることにより加熱された冷却水をエンジン２の排ガス管９から排出される排ガスと熱交換
させて所定の設定温度まで更に加熱する。
　ラジエータ１４は、蒸発器１２と直列に配列され、蒸発器１２にて冷媒に吸熱されて冷
却された冷却水を外気などとの熱交換により更に冷却する。
【００２７】
　サーモスタット１６は、ラジエータ１４へ通水される冷却水の量をサーモスタット１６
に流入する冷却水の温度に応じて制御する機械式の三方弁であって、２つの入口ポートと
１つの出口ポートとを有している。２つの入口ポートには、ラジエータ１４から延設され
る流路５ａと、蒸発器１２とラジエータ１４との間の流路５ｂからラジエータ１４を迂回
して接続されるラジエータバイパス路５ｃとがそれぞれ接続され、これにより、ラジエー



(7) JP 2011-27000 A 2011.2.10

10

20

30

40

50

タ１２へ通水される冷却水の量が冷却水温度に応じて増減されて冷却水温度、ひいてはシ
リンダブロック３の温度が適正に保持される。
【００２８】
　水ポンプ１８は、エンジン２に装着され、エンジン２の回転数に応じて駆動されて冷却
水を冷却水回路４に好適に循環させる。
　一方、ＲＣ回路６は、作動流体としての例えばフロンＲ１３４ａなどの冷媒の循環路７
に、冷媒の流れ方向から順に、蒸発器１２、過熱器１０、膨張機２０、再生器２２、凝縮
器２４、気液分離器２６、冷媒ポンプ２８が介挿されて閉回路を構成している。
【００２９】
　蒸発器１２は、冷媒ポンプ２８にて圧送された冷媒をエンジン２、排ガス熱交換器８、
過熱器１０を順次経由した冷却水と熱交換させて所定の蒸発温度にて蒸発させる。
　過熱器１０は、蒸発器１２を経由した冷媒を排ガス熱交換器８を経由した冷却水と熱交
換させて過熱状態にする。
　膨張機２０は、過熱器１０を経由して過熱状態にされた冷媒を膨張させて回転駆動力を
発生する回転機器であって、膨張機２０には、膨張機２０にて発生した駆動力を電力に変
換して廃熱利用装置１の外部で利用可能とする発電機３０が同軸にて機械的に連結されて
いる。
【００３０】
　再生器２２は、膨張機２０を経由して凝縮器２４に流入する前の冷媒によって冷媒ポン
プ２８を経由して蒸発器１２に流入する前の冷媒を加熱する熱交換器である。
　凝縮器２４は、再生器２２を経由した冷媒をファン２５による送風によって外気との熱
交換により凝縮液化させる放熱器である。
　気液分離器２６は、凝縮器２４にて凝縮された冷媒を気液二層に分離し、ここで分離さ
れた液冷媒のみが冷媒ポンプ２８に流出される。
【００３１】
　冷媒ポンプ２８は、気液分離器２６にて分離された液冷媒を蒸発器１２側に圧送し、Ｒ
Ｃ回路６に好適に循環させる。
　このように構成される冷却水回路４及びＲＣ回路６は、車両を総合的に制御する電子制
御装置であるＥＣＵ３２により制御される。
　ところで、本実施形態では、車両は、車両を操舵するためのステアリング３４を回す補
助機構としてのパワーステアリング機構（車両機構）３６（以下、パワステ機構という）
と、パワステ機構３６を駆動させる作動流体としての油が循環する油圧回路（流体圧回路
）３８とを備えている。
【００３２】
　パワステ機構３６は、ステアリング３４にて操舵される車輪４０、パワーシリンダ４２
、コントロールバルブ４４から構成され、これより車両の運転者はステアリング３４を違
和感無く軽く切ることができる。
　詳しくは、油圧回路３８の高圧側と低圧側とは所定圧力差に保持され、パワーシリンダ
４２に流れ込む油の量によってステアリング３４が制御される。例えば、油圧回路３８は
、車両の運転者がステアリング３４を大きく切った場合には、パワーシリンダ４２に多量
の油を流し、一方、運転者がステアリング３４を小さく切った場合には、パワーシリンダ
４２に少量の油を流す制御を行い、油圧回路３８には常時所定量の油が必要とされる。
【００３３】
　パワーシリンダ４２は、車両の低速運転時やエンジン２のアイドリング時においてはス
テアリング３４を軽く、車両の高速運転時においてはステアリング３４を若干重めに回転
させるべく、油圧回路３８によって適宜必要な油圧の油が適量供給される。
　コントロールバルブ４４は、ステアリング３４が回転される方向によってパワーシリン
ダ４２に付与される油圧の方向を切り換え、パワーシリンダ４２の動作方向を制御してい
る。
【００３４】
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　一方、油圧回路３８は、油の循環路３９に、油の流れ方向から順に、油圧ポンプ（流体
圧ポンプ）４６、タンク（アキュームレータ）４８、コントロールバルブ４４が介挿され
て閉回路を構成している。
　油圧ポンプ４６は、いわゆるベーンポンプ、またはギヤポンプ、またはピストンポンプ
であって、油を加圧して循環路３９に循環させるとともに、パワステ機構３６を駆動する
ための油圧を発生する。油圧ポンプ４６の回転軸には、プーリ５０及びベルト５２を介し
てエンジン２の駆動力が伝達され、油圧ポンプ４６はエンジン２の駆動力によって駆動さ
れる。
【００３５】
　タンク４８は、油圧ポンプ４６によって加圧された高圧側の油の余剰圧力を蓄圧し、蓄
圧された油圧によってパワステ機構３６を駆動させることができる、いわゆるアキューム
レータである。
　また、油圧回路３８は、油圧ポンプ４６をバイパスするバイパス路５４を備え、バイパ
ス路５４には圧力調整弁５６が介挿されている。
【００３６】
　圧力調整弁５６は、その弁体を駆動する駆動部に、油圧ポンプ４６とタンク４８との間
の循環路３９から延設される導圧管５７が接続され、導圧管５７から導圧される油圧に応
じて開閉される機構弁であり、油圧ポンプ４６から送出された油を油圧回路３８の低圧側
に戻すことによって油圧回路３８の高圧側の油が過剰に高圧になるのを防止している。
　このように構成される油圧回路３８は、車両の低速運転時やアイドリング時においては
、油圧ポンプ４６による加圧の他、タンク４８に蓄圧された油圧を利用するなどして、パ
ワーシリンダ４２に流れ込む油の量を多くすることにより、油圧回路３８の高圧側と低圧
側とを所定圧力差に保持し、ステアリング３４の軽い操作を可能とする。一方、車両の高
速運転時においては、パワステ機構３６を駆動するための必要最低限量の油をパワーシリ
ンダ４２に供給することにより、ステアリング３４の操作を重くさせる。また、車両の通
常運転時において、エンジン２の高回転により油圧ポンプ４６が必要以上に高回転域で駆
動される場合には、油はバイパス路５４に流され、これより油圧回路３８の低圧側と高圧
側との所定圧力差が保持される。
【００３７】
　ここで、本実施形態の油圧回路３８では、コントロールバルブ４４と並列に循環路３９
の並列路３９ａが設けられ、並列路３９ａには油圧ポンプ４６にて加圧された油の油圧に
よって駆動される油圧モータ（流体圧モータ）５８が介挿され、換言すると、油圧モータ
５８は油圧回路３８においてパワステ機構３６に並列に接続されており、冷媒ポンプ２８
は油圧モータ５８によって駆動される。
【００３８】
　油圧モータ５８は、油圧ポンプ４６により発生した油圧によって回転駆動力を発生する
回転機器であり、油圧モータ５８に流入する油量を制御することで、油圧モータ５８の回
転軸５９の回転速度を制御することができる。回転軸５９は冷媒ポンプ２８と同軸をなし
ており、油圧モータ５８は冷媒ポンプ２８の回転源として利用される。
　更に、並列路３９ａには油圧モータ５８に流入される油量を制御する流量調整弁６０が
介挿されている。
【００３９】
　流量調整弁６０は、電動開閉弁であって、その駆動部がＥＣＵ３２に電気的に接続され
ている。
　また、循環路３９の油圧ポンプ４６の下流側のバイパス路５４の接続位置３９ｂと導圧
管５７の接続位置３９ｃとの間には同じくＥＣＵ３２に電気的に接続された圧力センサ（
圧力検出手段）６２が設けられている。
【００４０】
　ここで、凝縮器２４にて放熱可能な放熱量は、外気温度や車速などのＲＣ回路６にとっ
ての外乱要素に影響を受け、蒸発器１２では、この放熱量に見合う適切な熱量の廃熱を回
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収するのが好ましい。何故なら、冷媒ポンプ２８の回転数が大きくなると、蒸発器１２で
の廃熱回収量が多すぎて凝縮器２４にて放熱し切れなくなり、ＲＣ回路６における冷媒の
低圧側圧力（凝縮圧力）が上昇し、膨張機２０前後の冷媒の差圧が低下し、一方、冷媒ポ
ンプ２８の回転数が小さすぎると、蒸発器１２での廃熱回収量が少なくなり、循環路７を
循環する冷媒流量が減少し、何れの場合も膨張機２０の回転数低下、すなわちＲＣ回路６
の出力低下を招くからである。
【００４１】
　そこで、ＥＣＵ３２は、ＥＣＵ３２に入力される図示しない外気温度センサや車速セン
サなどの信号に基づいて、ＲＣ回路６における実際の廃熱回収量Ｑを算出するとともに、
上記放熱量に見合う目標廃熱回収量Ｑｓを設定する。そして、ＥＣＵ３２は、廃熱回収量
Ｑを目標廃熱回収量Ｑｓに追従させるべくＲＣ回路６の作動を制御し、ＲＣ回路６の出力
を上昇させている。更に、ＥＣＵ３２は、上記ＲＣ回路６の作動制御状況に応じて、流量
調整弁６０を開閉することにより、油圧モータ５８への油の流入量を制御して油圧モータ
５８の回転数を制御し、ひいては冷媒ポンプ２８の回転数を制御し、廃熱回収量Ｑを目標
廃熱回収量Ｑｓに適切に調節するための油圧モータ制御を実行している（制御手段）。
【００４２】
　以下、図２のフローチャートを参照して、ＥＣＵ３２において実行される廃熱回収量に
応じた油圧モータ制御の制御ルーチンについて説明する。
　先ず、本制御が開始されるとＳ１（Ｓはステップを表し、以下同様とする。）に移行し
、Ｓ１では、ＲＣ回路６において回収される廃熱回収量Ｑが目標廃熱回収量Ｑｓ以上（Ｑ
≧Ｑｓ）であるか否かを判定し、判定結果が真（Ｙｅｓ）でＱ≧Ｑｓが成立すると判定さ
れた場合にはＳ２に移行し、判定結果が偽（Ｎｏ）でＱ≧Ｑｓが成立しないと判定された
場合にはＳ３に移行する。
【００４３】
　Ｓ２では、開弁されている流量調整弁６０を閉弁し、または流量調整弁６０が既に閉弁
されているときは閉弁されたままにして、油圧モータ５８への油の流入を制限し、本制御
ルーチンをリターンする。
　一方、Ｓ３では、閉弁されている流量調整弁６０を開弁し、油圧モータ５８への油の流
入量の制限を解除し、または流量調整弁６０が既に開弁されているときは開弁されたまま
にして、油圧モータ５８へ油を積極的に流入させ、本制御ルーチンをリターンする。
【００４４】
　また、当該油圧モータ制御では、流量調整弁６０は圧力センサ６２にて検出された油圧
回路３８の高圧側の油圧に応じても開閉され、流量調整弁６０を制御するための判断情報
としては、ＲＣ回路６の作動制御状況よりも油圧回路３８の高圧側の油圧のほうが優先さ
れる（制御手段）。
　以下、図３のフローチャートを参照して、ＥＣＵ３２において実行される油圧に応じた
油圧モータ制御の制御ルーチンについて説明する。
【００４５】
　先ず、本制御が開始されるとＳ１１に移行し、Ｓ１１では、圧力センサ６２にて検出さ
れた油圧Ｐが所定の下限圧力（第１下限圧力）ＰＬ１以下（Ｐ≦ＰＬ１）であるか否かを
判定し、判定結果が真（Ｙｅｓ）でＰ≦ＰＬ１が成立すると判定された場合にはＳ１２に
移行し、判定結果が偽（Ｎｏ）でＰ≦ＰＬ１が成立しないと判定された場合にはＳ１３に
移行する。尚、下限圧力ＰＬ１は車両の低速運転時やアイドリング時などにパワステ機構
３６を駆動するための必要最低限の油圧が設定される。
【００４６】
　Ｓ１２では、開弁されている流量調整弁６０を閉弁し、または流量調整弁６０が既に閉
弁されているときは閉弁されたままにして、油圧モータ５８への油の流入を制限し、本制
御ルーチンをリターンする。
　一方、Ｓ１３では、閉弁されている流量調整弁６０を開弁し、油圧モータ５８への油の
流入量の制限を解除し、または流量調整弁６０が既に開弁されているときは開弁されたま
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まにして、油圧モータ５８へ油を積極的に流入させ、本制御ルーチンをリターンする。
【００４７】
　以上のように、本実施形態では、油圧回路３８に油圧ポンプ４６にて加圧された油の油
圧によって駆動される油圧モータ５８が設けられ、冷媒ポンプ２８が油圧モータ５８によ
って駆動されることにより、冷媒ポンプ２８に一般に高価なインバータモータを使用しな
くても、冷媒ポンプ２８の回転数を可変できる回転源を確保することができるため、ＲＣ
回路６、ひいては廃熱利用装置１のコストを大幅に低減することができる。
【００４８】
　また、上記油圧モータ制御を実行することにより、ＲＣ回路における廃熱回収量や油圧
に応じて油圧モータ５８、ひいては冷媒ポンプ２８の回転数を制御することができるため
、パワステ機構３６の駆動に連係させて、冷媒ポンプ２８の回転数を適切に可変させるこ
とができる。
　具体的には、ＲＣ回路６の作動制御状況に応じて、油圧モータ５８、ひいては冷媒ポン
プ２８の回転数を制御することにより、ＲＣ回路６にて回収する廃熱回収量を凝縮器での
放熱量に見合う熱量に適切に調節することができるため、パワステ機構３６の駆動に連係
させて、冷媒ポンプ２８の回転数を適切に可変させることにより、ＲＣ回路６の出力低下
を確実に防止することができる。
【００４９】
　また、圧力センサ６２にて検出された油圧Ｐが下限圧力ＰＬ１以下のとき、油圧モータ
５８への油の流入を制限することにより、車両のアイドリング時や減速時に油圧が低下し
たときには、この油圧によって油圧モータ５８よりもパワステ機構３６を優先的に駆動さ
せることができるため、ＲＣ回路６の作動制御によって車両の駆動に支障を来すことを防
止することができる。
【００５０】
　また、油圧回路３８にタンク４８が設けられることにより、油圧回路３８の高圧側の余
剰油圧を蓄圧し、蓄圧した油圧によって油圧モータ５８、ひいては冷媒ポンプ２８を駆動
させることができるため、ＲＣ回路６によって車両の駆動に支障を来すことを防止しつつ
、ＲＣ回路６、ひいては廃熱利用装置１の廃熱回収効率を向上することができる。
　更に、油圧モータ５８は油圧回路３８においてパワステ機構３６に並列に接続されるこ
とにより、油圧モータ５８をパワステ機構３６に直列に接続する場合に比して、油圧モー
タ５８の制御によってパワステ機構３６の駆動に及ぶ影響を小さくすることができる。
【００５１】
　次に、本発明の第２実施形態について説明する。
　図４は、当該第２実施形態の内燃機関の廃熱利用装置の模式図を概略的に示している。
　当該第２実施形態は、上記第１実施形態における油圧ポンプ４６の回転源をエンジン２
から膨張機２０及び／または発電機モータ３１に置き換えるものであり、他は上記第１実
施形態と同様の構成をなしている。
【００５２】
　発電機モータ３１の回転軸には膨張機２０及びプーリ６４が連結され、油圧ポンプ４６
の回転軸には、プーリ５０、６４及びベルト５２を介して膨張機２０及び／または発電機
モータ３１の駆動力が伝達される。
　発電機モータ３１は、膨張機２０の回転によって発電機として機能し、発電機で発生し
た電気は図示しないバッテリーに蓄電され、所定の場合には発電機モータは上記バッテリ
ーに蓄電された電気によって駆動するモータとして機能するように構成されており、これ
より油圧ポンプ４６は発電機モータ３１の駆動力によって駆動される。
【００５３】
　また、車両のアイドリング時など、膨張機２０の動力が不足する場合には、ＥＣＵ３２
において、圧力センサ６２にて検出された油圧Ｐが所定の下限圧力（第２下限圧力）ＰＬ

２以下（Ｐ≦ＰＬ２）となるとき、油圧ポンプ５８を発電機モータ３１の駆動力によって
駆動する（制御手段）。
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　以上のように、本実施形態では、上記第１実施形態と同様に、インバータモータによら
ないで冷媒ポンプ２８の回転源を確保することができるため、ＲＣ回路６、ひいては廃熱
利用装置１のコストを大幅に低減することができる。
【００５４】
　特に当該第２実施形態では、ＲＣ回路６にて発生したエネルギーで、油圧ポンプ４６、
油圧モータ５８、ひいては冷媒ポンプ２８を駆動させることにより、ＲＣ回路６とパワス
テ機構３６との間においてこれらの駆動エネルギー収支を完結させることができる。従っ
て、エンジン２の駆動力のすべてを車両の駆動に有効活用することができる。
　しかも、発電機モータ３１によって油圧ポンプ４６の駆動をアシストすることができる
ため、特に、パワステ機構３６の駆動に要する駆動力が大きくなり、油圧回路３８に要求
される油圧が大きくなる一方、ＲＣ回路６にて回収される廃熱は少ないという車両のアイ
ドリング時や減速時において、油圧モータ５８よりもパワステ機構３６を優先的に駆動さ
せることができるため、ＲＣ回路６によって車両の駆動に支障を来すことを確実に防止す
ることができる。
【００５５】
　更に、車両のアイドリング時や減速時において膨張機２０の出力が小さい場合であって
も、発電機モータ３１の蓄電力によって油圧モータ５８を駆動し油圧回路３８の油圧低下
を防止することができるため、ＲＣ回路６によって車両の駆動に支障を来すことをより一
層確実に防止することができる。
　以上で本発明の一実施形態についての説明を終えるが、本発明は上記各実施形態に限定
されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々の変更ができるものである。
【００５６】
　例えば、上記各実施形態では、油圧モータ５８に流入される油の量を制御する流量調整
弁６０を用いているが、これに限らず、油圧モータ５８をバイパスするバイパス路を設け
、バイパス路にバイパス弁を設けてこれを制御するようにしても良い。
　また、上記各実施形態では、プーリ５０、６４及びベルト５２を介して駆動力が油圧ポ
ンプ４６に伝達されるが、これに限らず、油圧ポンプ４６をエンジン２や発電機モータ３
１と同軸に構成しても良いし、上記各実施形態の各作用効果を得られるようにその回転数
を制御するのであれば、油圧ポンプ４６を電動ポンプとしても良い。
【００５７】
　ここで、油圧ポンプ４６の回転源を膨張機２０または発電機モータ３１のどちらにする
場合においても、圧力センサ６２にて検出された油圧Ｐが所定の設定圧力ＰＳになるよう
に、油圧ポンプ４６を膨張機２０及び／または発電機モータ３１の駆動力によって駆動す
るのが好ましい（制御手段）。この場合には、膨張機２０及び／または発電機モータ３１
によって油圧回路３８の油圧を一定に保持することができるため、車両駆動の安定化を図
ることができる。
【００５８】
　更に、上述した制御を実現するために、膨張機２０、発電機モータ３１、及び油圧ポン
プ４６を同軸にて連結してＲＣ回路６を構成することにより、ＲＣ回路６における省スペ
ース化や、構成部品の削減を図ることができ、ＲＣ回路６、ひいては廃熱利用装置１のコ
ストを更に低減することができる。
　更にまた、上記各実施形態では、パワステ機構３６の油圧回路３８をＲＣ回路６と連係
させているが、これに限らず、何れも図示しない、車両のアクティブサスペンション機構
（車両機構）の油圧回路（流体圧回路）や車両のエアブレーキ機構（車両機構）の空圧回
路（流体圧回路）などをＲＣ回路６と連係させても良い。
【００５９】
　また、上記各車両機構に限らず、プラント設備等の種々の分野に使用される装置の油圧
回路をＲＣ回路と連係させても良い。具体的には、ガスタービン・ボイラ発電装置に設け
られた油圧回路をガスタービン・ボイラ発電装置の廃熱を回収するＲＣ回路と連係させる
ことが考えられる。この装置の油圧回路は、例えば、ガスタービンの回転軸の潤滑や、装
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置に供給される燃料の燃料流量を制御する制御弁の駆動源、ガスタービンに送られる蒸気
やガスの流量を制御する制御弁の駆動源として利用されるものが知られている。
【符号の説明】
【００６０】
　　１　廃熱利用装置
　　２　エンジン（内燃機関）
　　６　ランキンサイクル
　　７　循環路（冷媒の循環路）
　１２　蒸発器
　２０　膨張機
　２４　凝縮器
　２８　冷媒ポンプ
　３０　発電機
　３１　発電機モータ
　３６　パワーステアリング機構（車両機構、アクティブサスペンション機構）
　３８　油圧回路（流体圧回路）
　３９　循環路（作動流体の循環路）
　４６　油圧ポンプ（流体圧ポンプ）
　４８　タンク（アキュームレータ）
　５８　油圧モータ（流体圧モータ）
　６２　圧力センサ（圧力検出手段）

【図１】 【図２】

【図３】
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